
笠間市行財政改革大綱実施計画　平成19年度実績
　笠間市では「住みよいまち　訪れてよいまち　笠間」の実現のため、「笠間市行財政改革大綱」及び「実
施計画」を策定（平成19年３月）し、７項目の主要施策により積極的に行財政改革に取り組んでいます。

改革の基本目標

住みよいまち
訪れてよいまち

笠　間

改革の基本方針

（１） 簡素で効率的な行政運
営システムの構築

（２） 地方分権に対応した財
政基盤の確立

（３） 市民参画による行政運
営の透明化と情報化の
推進

改革の柱（主要施策）

１　事務事業の見直し
　（１）事務事業の整理・統合・合理化及び施策の重点化
　（２）民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む）
　（３）行政評価制度の導入

２　職員の意識改革と資質向上
　（１）新市的視点（８万人規模）に立った職員の意識改革（市民・行政サービスの向上）
　（２）人材育成に関する基本方針の策定
　（３）人事評価制度の確立
　（４）職員研修制度の充実（職場研修、職場外研修、職員全体の育成計画の立案）
　（５）専門職の確保及び再任用制度の適正運用
　（６）職員提案の実施

３　組織機構の合理化
　（１）組織・機構の見直し
　（２）審議会等附属機関の見直し
　（３）第三セクターの見直し

４　定員管理と給与の適正化
　（１）定員適正化計画の策定
　（２）定員管理の適正化の推進
　（３）手当の総点検をはじめとする給与の適正化
　　　　（給与表の運用、退職手当、特殊勤務手当等の諸手当の見直し等）

５　自主財源の確保（歳入）
　（１）市税等の収入の確保
　（２）各種使用料等の徴収強化
　（３）各種使用料及び手数料の定期的な見直し
　（４）市有財産の有効活用
　（５）広告収入等新たな財源の確保

６　財政運営の健全化（歳出）
　（１）財政健全化に向けた財政計画の策定
　（２）施策の見直し及び職員の自助努力による経費削減
　（３）投資的経費の抑制（公共工事の適正化等）
　（４）補助金の整理合理化（補助団体の見直し）
　（５）特別会計財政の健全化
　（６）公営企業の経営健全化

７　情報の公開と市民の行政への参画
　（１）広報広聴の充実（情報公開、地区懇談会、市民提案等）
　（２）市民参画、コミュニティーの活性化
　（３）市民や民間組織との協働によるまちづくり

○重点項目
　主要施策のうち、次の項目を重点項目として位置づけ、推進しています。

重点項目

　１　事務事業の見直し
　　（１）事務事業の整理・統合・合理化及び施策の重点化
　　（２）民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む）
　５　自主財源の確保（歳入）
　　（１）市税等の収入の確保
　　（５）広告収入等新たな財源の確保
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○取組状況
　 　進捗状況の的確な把握と推進項目の追加・変更に柔軟に対応するため、毎年度の成果等の見直しを
行い、18 年度の 132 項目の推進項目に 28 項目を追加し、19 年度の実施計画は 160 項目となりました。

　実施計画については、改革が順調に進んでいる項目と、一部実施・未実施及び実施年度を見直した項
目がありますが、おおむね計画どおり実施しており、経費削減等効果についても一定の成果がありました。
　今後は、改革をより一層推進するため、年度ごとの各課重点実施項目を掲げるとともに、職員の意識
向上のための施策を継続実施し、次年度以降の計画達成に向けて取り組んでいきます。また、行財政改
革を推進するためには、行政と市民の信頼関係を図ることが重要であることから、削減するものと市民
サービスの向上のために投資していくものを明確にするなど、説明責任を果たしながら進めていきます。

〔主要施策ごとの経費削減等効果〕
主　要　施　策　名 経費削減等効果

　１　事務事業の見直し －２６, ２９６千円
　２　職員の意識改革と資質向上 －７６０千円
　３　組織機構の合理化 －７１６千円
　４　定員管理と給与の適正化 －１８９, ３５２千円
　５　自主財源の確保（歳入） ＋６８, １４２千円
　６　財政運営の健全化（歳出） －１１５, ０９７千円
　７　情報の公開と市民の行政への参画 －　　

経費削減等効果　削 減 合 計 －３３２，２２１千円
経費削減等効果　収入増合計 ＋６８, １４２千円

【表記の考え方】

○ 経費削減等効果等は、基本的に平成 17 年度（旧３市町）と比較をしたものです。また、効果額には、
改革に要する必要経費を含んでいません。

問合せ先：行革推進課（内線 571）

〔総括表〕
区　分 H18年度 H19年度

実施計画（前年度から） １２９ １３２
追加項目 　　５ 　２８
除外項目 　▲２ －

合　計（実施項目）　　　　　 １３２ １６０
完了した項目 　　３ 　１５
継続実施する項目 １２４ １４０
一部実施した項目 　　２ 　　２
未実施項目 　　３ 　　３

実施率 ９７. ７％ ９８. １％
　　※実施率：（継続実施する項目 ＋ 一部実施した項目）／（合計（実施項目） － 完了した項目）

} 実施

○特記事項
　 　特別職の給与カット、議会の自主解散・議員定数の削減、農業委員会の改選については、市の財政
に大きな効果がありました。

項　目 経費削減等効果
・特別職の給与カット
・議会の自主解散・議員定数の削減
・農業委員会委員の改選

▲２６７，６１２千円
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